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平成３１年度島根県放課後児童支援員等研修事業に係る委託業務仕様書 

 

１ 委託業務名 

 平成３１年度島根県放課後児童支援員等研修事業に係る委託業務 

 

２ 委託事業の目的 

  島根県放課後児童支援員認定資格研修は、「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す

る基準（平成26年４月30日厚生労働省令第63号）」（以下、「基準」という。）及び放課後児

童クラブ運営指針に基づく放課後児童支援員としての役割及び育成支援の内容等の共通の理解

を得るため、職務を遂行する上で必要最低限の知識及び技能の習得とそれを実践する際の基本

的な考え方や心得を認識してもらうことを目的とする。 

 島根県放課後児童支援員等キャリアアップ研修は、基準第10条の規定に基づき、放課後児童

健全育成事業所に置くこととされた放課後児童支援員及び関係者（以下「放課後児童支援員等」

という。）に対し、その者に必要な知識、技術の習得及び課題や事例を共有するための研修を

実施し、放課後児童支援員等の資質の向上を図ることを目的とする。 

 

３ 委託業務の内容 

（１）島根県放課後児童支援員認定資格研修事業 

別添１ 平成３１年度島根県放課後児童支援員認定資格研修事業業務委託仕様書のとおり 

（２）島根県放課後児童支援員等キャリアアップ研修事業 

別添２ 平成３１年度島根県放課後児童支援員等キャリアアップ研修事業業務委託仕様書 

のとおり 

 

４ 委託料の上限額（予定） 

  ６，２８４，９４０円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 

５ 委託期間 

  契約日から２０２０年３月３１日（火）まで 

 

６ その他 

本仕様書に疑義が生じたとき、又は本仕様書に定めのない事項については、その都度県と協

議してこれを定めるものとする 
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別添１ 

平成３１年度島根県放課後児童支援員認定資格研修事業業務委託仕様書 

 

１ 業務内容 

厚生労働省が定める放課後児童支援員認定資格研修事業（都道府県認定資格研修ガイドライ

ン）及び県において作成する平成３１年度島根県放課後児童支援員認定資格研修開催要項に基

づき、次のとおり研修を実施すること。 

（１）島根県放課後児童支援員認定資格研修の企画 

① 島根県放課後児童支援員認定資格研修の会場及び日程の設定 

（ア） 実施時期 

 ・２０１９年６月、10月～11月頃 

（イ） 実施地域、受講人数、実施回数及び実施日数 

 ・県東部（松江会場）１００名程度 

８日間【１日２コマ（90分/１コマ）×８日】 ※平日実施 

 ・県東部（出雲市） １００名程度 

４日間【１日４コマ（90分/１コマ）×４日】 ※土日、祝日実施 

 ・県西部（浜田市）  ８０名程度 

４日間【１日４コマ（90分/１コマ）×４日】 ※土日、祝日実施 

（ウ） 実施場所 

・研修会場の設定については、対象者が研修に参加しやすいよう公共交通機関等

を利用しやすい会場、又は、自家用車での参加に支障がない規模の駐車場のあ

る会場を設定すること。 

※実施場所及び実施回数については、変更の可能性もあり得る。 

  ※具体的な場所、日時等については、別途発注者と協議すること。 

 

（２）島根県放課後児童支援員認定資格研修の講師の選定 

・放課後児童支援員認定資格研修事業（都道府県認定資格研修ガイドライン）の別

紙に定められた「講師要件」をできる限り参照し、適切な講師を選任すること。 

・なお、放課後児童クラブの現場をよく知る者（現役の放課後児童支援員、過去に

放課後児童クラブの運営に携わった者、放課後児童クラブに関する分野の専門

家・大学教授など。県内クラブ関係者であるか否かは問わない。）を講師として選

任すること。 

・本研修の各科目において、他科目との連携が必要である場合等においては、適宜講師

連絡調整会議を実施するなど、講師の連携強化や講師の養成に努めること。 

   

（３）研修の開催通知等の作成 

当該研修に係る開催要綱（研修日時、内容、場所等）、受講申込書を作成すること。 

なお、作成及び配布に当たっては、事前に県と協議し、県の指示に従うこと。 

 

（４）受講申込の受付及び受講者の集約 

・受講申込書の受付を行うこと。 

・受講者を取りまとめ、受講者に対して受講決定通知書を作成し、送付すること。 

・受講申込者名簿を県に提出すること。名簿は、個人情報として十分な注意を払った上



3 

 

で管理すること。 

 

（５）島根県放課後児童支援員認定資格研修当日の受付・研修実施中の受講者の管理 

    （ア） 本人確認の上、受講者の受付を行うこと。 

（イ） 科目毎の出欠状況を管理すること。 

（ウ） 受講者には、県と協議の上、作成するレポート等を提出させること。 

（エ） 出欠の分かる受講者名簿など、県が資格認定事務を行なう際に必要となる資料 

を提出すること。 

 

（６）島根県放課後児童支援員認定資格研修（テキスト等）・機器等の準備 

（ア） 教材については、「放課後児童支援員都道府県認定資格研修教材認定資格研修 

のポイントと講義概要」（中央法規）及び「放課後児童クラブ運営指針解説書」

（フレーベル館）を使用することが望ましい。なお、上記２冊に代えて独自の教

材を使用する場合には、事前に県へ協議すること。また、その他講師及び県と十

分に協議し、研修の実施に必要な資料を作成すること（教材等の代金は受講者の

負担とする。金額は県との協議により決定する）。 

（イ） 資料を研修会場まで搬送すること。 

（ウ） 講師等が研修で使用する機器等を準備、研修会場まで搬送すること。 

 

（７）研修当日の運営 

・会場の設営（後片付け含む） 

・受講者の受付、本人確認（健康保険証、運転免許証、パスポート等の公的機関の証明

書等の提示により行う。） 

・司会進行 

・研修レポート等の作成、配付、とりまとめ及び評価（※１） 

・受講者アンケートの作成、配付、とりまとめ、集計（※２） 

※１ 県において修了評価ができるように、レポート又はチェックシートにより、受 

講者に提出させること。 

※２ アンケート内容は、県に対し事前に協議すること。 

・その他講師への対応等、研修を運営するために必要な業務の全てを行うこと。 

 

（８）研修項目・科目（１６科目２４時間＜９０分×１６＞） 

１．放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の理解 

 １－① 放課後児童健全育成事業の目的及び制度内容 

 １－② 放課後児童健全育成事業の一般原則と権利擁護 

 １－③ 子ども家庭福祉施策と放課後児童クラブ 

２．子どもを理解するための基礎知識 

 ２－④ 子どもの発達理解 

 ２－⑤ 児童期（６歳～１２歳）の生活と発達 

 ２－⑥ 障害のある子どもの理解 

 ２－⑦ 特に配慮を必要とする子どもの理解 

３．放課後児童クラブにおける子どもの育成支援 

 ３－⑧ 放課後児童クラブに通う子どもの育成支援 



4 

 

 ３－⑨ 子どもの遊びの理解と育成支援 

 ３－⑩ 障害のある子どもの育成支援 

４．放課後児童クラブにおける保護者・学校・地域との連携・協力 

 ４－⑪ 保護者との連携・協力と相談支援 

 ４－⑫ 学校・地域との連携 

５．放課後児童クラブにおける安全・安心への対応 

 ５－⑬ 子どもの生活面における対応 

 ５－⑭ 安全対策・緊急時対応 

６．放課後児童支援員として求められる役割・機能 

 ６－⑮ 放課後児童支援員の仕事内容 

 ６－⑯ 放課後児童クラブの運営管理と運営主体の法令の遵守 

 

（９）研修修了者等の管理 

・修了評価に係るレポートとともに、研修修了予定者名簿（出欠状況がわかる名簿とす

ること。）を作成し、県へ提出すること。名簿は、個人情報として十分な注意を払っ

た上で管理すること。 

・研修修了者に対して、放課後児童支援員認定資格研修事業（都道府県認定資格研修

ガイドライン）に規定された様式（賞状形式及び携帯用形式）を用いた修了証を

作成し、県へ提出すること。その後、県において押印された修了証について、研修

修了者に対して送付すること。 

・委託先における修了証の作成において、上記の他に適当な手法がある場合には県に提

案し協議を行うこと。 

 

（10）完了報告書の作成 

業務の完了後、速やかに実施状況及び受講者へのアンケート結果について、報告書を作

成し、県に提出するとともに、的確な業務管理に努めること。 

 

（11）その他 

・多くの人が受講できるよう、研修会場や日程設定には十分な配慮を行うこと。 

・業務の運営にあたっては、業務上知り得た情報を漏洩してはならない。 

・受講者等の個人情報を適切に管理すること。 

・本業務において作成した資料等に関する著作権は、全て県にあるものとすること。 

・業務の過程において、県と十分な協議、連携を行うこと。 
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別添２ 

平成３１年度島根県島根県放課後児童支援員等キャリアアップ研修事業業務委託仕様書 

 

１ 業務内容 

放課後児童支援員等の資質向上を図るため、次のとおり研修を実施すること。 

（１）放課後児童支援員等キャリアアップ研修の企画 

① 研修の内容 

  以下に記載する事項に留意し、放課後児童支援員の資質向上に資する研修内容を提案

すること。 

（ア） 「放課後児童クラブ運営指針」（平成27年３月31日雇児発0331第34号厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長通知）に記載された内容の全部又は一部を含む研修内

容とすること。 

（イ） 放課後児童健全育成事業所の運営や子どもの育成支援に関する事項など、専門

的な知識・技術が求められるものや多くの放課後児童健全育成事業所で共通の課

題となっているものを研修科目に盛り込むこと。 

    なお、以下に関係する科目は、必ず盛り込むこと。 

     ・子どもの発達や子どもの心理 

     ・子ども及び保護者とのコミュニケーション 

     ・子どもの遊び 

     ・安全対策、リスクマネジメント（防犯、防災など） 

（ウ） 放課後児童支援員認定資格研修を受講し放課後児童支援員資格を取得した者を

主たる受講者として対象とすることから、認定資格研修の内容をさらに深めた、

専門的な内容を盛り込むこと。 

（エ） 新・放課後子ども総合プランに基づく、放課後児童支援員と放課後子ども教室

に従事するコーディネーター等の連携をテーマにした研修を盛り込むこと。 

 

② 研修カリキュラム、受講人数、実施回数、研修開催日等 

（ア） 研修カリキュラム 

   ・１コマ90分程度とし、総時間数１２時間程度の研修カリキュラムとすること。 

（イ） 実施場所及び回数 

      ・島根県東部地域（松江、出雲地区）で１回、島根県西部地区（浜田、益田地区）

で１回の計２回開催すること。 

      ・研修会場の設定については、対象者が研修に参加しやすいよう公共交通機関等

を利用しやすい会場、又は、自家用車での参加に支障がない規模の駐車場のあ

る会場を設定すること。 

   （ウ） 受講人数 

      ・各会場５０人規模程度の受講者数を想定して開催すること。 

   （エ） 研修開催日、研修時間帯 

      ・研修の開催日、時間帯等については、地域の実情に応じて、受講者が受講しや

すいよう適宜配慮して設定すること。 

   ・研修１回に係る総実施日数については、１日当たりの受講科目が多くなること

がないよう、受講者が参加しやすい日程とすること。 
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   ※実施場所及び実施回数については、変更の可能性もあり得る。 

     ※具体的な場所、日時等については、別途発注者と協議すること。 

 

（２）研修講師の選定 

    講師については、略歴、資格、実務経験、学歴等に照らして選定し、各科目の研修を

適切に実施するために必要な体制を確保すること。 

 

（３）研修の開催通知等の作成 

    当該研修に係る開催要綱（研修日時、内容、場所等）、受講申込書を作成すること。 

なお、作成及び配布に当たっては、事前に県と協議し、県の指示に従うこと。 

 

（４）受講申込の受付及び受講者の集約 

・受講申込書の受付を行うこと。 

・受講者を取りまとめ、受講者に対して受講決定通知書を作成し、送付すること。 

・受講申込者名簿を県に提出すること。名簿は、個人情報として十分な注意を払った

上で管理すること。 

 

（５）研修で使用する資料（テキスト等）・機器等の準備 

   ・研修資料は、講師及び県と十分に協議し、作成すること（教材等の代金は受講者の

負担とする。金額は県との協議により決定する）。 

・資料を研修会場まで搬送すること。 

・講師等が研修で使用する機器等を準備、研修会場まで搬送すること。 

 

（６）研修当日の運営 

・会場の設営（後片付け含む） 

・受講者の受付、本人確認（健康保険証、運転免許証、パスポート等の公的機関の証

明書等の提示により行う。） 

・司会進行 

・研修レポート等の作成、配付、とりまとめ及び評価（※１） 

・受講者アンケートの作成、配付、とりまとめ、集計（※２） 

※１ 県において修了評価ができるように、レポート又はチェックシートにより、

受講者に提出させること。 

※２ アンケート内容は、県に対し事前に協議すること。 

・その他運営に必要な業務 

 

（８）研修修了者等の管理 

   ・修了評価に係るレポートとともに、研修修了予定者名簿（出欠状況がわかる名簿と

すること。）を作成し、県へ提出すること。名簿は、個人情報として十分な注意を

払った上で管理すること。 

・研修修了者に対して、修了証書を作成・送付すること。 

 

（９）完了報告書の作成 

    業務の完了後、速やかに実施状況及び受講者へのアンケート結果について、報告書を
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作成し、県に提出するとともに、的確な業務管理に努めること。 

 

（10）その他 

   ・多くの人が受講できるよう、研修会場や日程設定には十分な配慮を行うこと。 

   ・業務の運営にあたっては、業務上知り得た情報を漏洩してはならない。 

   ・受講者等の個人情報を適切に管理すること。 

   ・本業務において作成した資料等に関する著作権は、全て県にあるものとすること。 

   ・業務の過程において、県と十分な協議、連携を行うこと。 


